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新設住宅着工戸数

着工戸数
（季年率）

前年比
着工戸数
（季年率）

前年比
着工戸数
（季年率）

前年比
着工戸数
（季年率）

前年比 前年比

06 1-3月期 127.7 4.9 35.5 ▲ 0.9 55.0 13.0 37.0 1.4 0.2
4-6月期 130.2 8.6 36.1 3.1 54.2 10.6 39.8 11.1 5.4
7-9月期 127.0 ▲ 0.7 36.2 3.6 53.5 3.1 35.4 ▲ 9.0 ▲ 1.6

10-12月期 131.3 5.2 35.6 ▲ 0.5 54.7 5.9 39.8 8.7 4.3
07 1-3月期 125.2 ▲ 1.8 34.2 ▲ 3.7 52.4 ▲ 4.6 38.5 3.8 ▲ 0.7

06 4月 133.6 15.0 35.8 2.6 55.0 14.3 43.8 30.0 11.1
5月 129.2 6.7 36.9 4.5 54.3 13.1 37.6 0.0 2.8
6月 127.8 4.7 35.7 2.2 53.3 5.2 38.1 5.4 2.9
7月 123.7 ▲ 7.5 34.6 ▲ 1.0 54.4 3.1 29.5 ▲ 25.5 ▲ 8.8
8月 128.6 1.8 37.6 6.1 52.8 ▲ 0.6 39.2 1.0 2.1
9月 128.7 4.0 36.4 6.0 53.4 6.8 37.6 ▲ 0.7 2.3

10月 130.8 2.2 36.0 1.2 55.9 6.2 37.4 ▲ 2.9 0.1
11月 133.0 4.0 35.0 ▲ 3.0 55.2 3.3 41.3 11.3 3.1
12月 130.0 10.2 35.8 0.3 53.2 8.5 40.8 20.3 10.6

07 1月 125.3 ▲ 0.7 36.2 1.8 53.3 ▲ 1.2 34.4 ▲ 2.7 0.3
2月 119.9 ▲ 9.9 33.2 ▲ 7.8 48.1 ▲ 14.6 37.4 ▲ 6.3 ▲ 7.4
3月 130.4 5.5 33.2 ▲ 4.8 55.6 2.0 43.8 22.1 5.0
4月 129.1 ▲ 3.6 33.5 ▲ 6.5 52.2 ▲ 5.3 43.5 ▲ 0.9 ▲ 2.4

（出所）　国土交通省「住宅着工統計」
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○４月の住宅着工戸数は前年比▲3.6％ 

４月の新設住宅着工戸数は前年比▲3.6％、季節調整済み年率換算値では 129.1 万戸となった。前年同月

が高水準だったことから前年を下回ったものの、水準でみれば１－３月期平均の 125.2 万戸を上回っており

まずまずと言える。住宅着工は雇用・所得環境が緩やかながらも改善が続いていることに加え、金利が比較

的低い水準にあること、金利、地価の先高感により住宅の買い時感が高まっていることなどから底堅く推移

している。 

 

○分譲が堅調、貸家は横ばい、持家は低迷 

利用関係別にみると、持家、貸家、分譲ともに減少した。 

持家は前年比▲6.5％と３ヶ月連続の減少となっており、ここ数ヶ月は水準を大きく切り下げている。や

や長い目で見れば、緩やかながらも雇用・所得環境の改善が続いていること、都市部を中心に地価が下げ止

まってきていること、金利水準も低めで推移していること等から大きく減少していく可能性は低いと考えら

れる。ただし、地域別に着工をみると、分譲着工が好調なその他地域や近畿圏などの持家着工が冴えない動

きとなっている。持家の需要が分譲に一部奪われている可能性も考えられよう。 

貸家については横ばい圏内で推移している。貸家着工の多い都心部では人口流入が続いていることもあっ

て需要は底堅いが、金利がゆっくりとしたペースではあるものの上昇傾向にあること、建築コストが上昇し

ていること等から相対的な貸家経営の魅力が薄まっているため、上にも下にも行きにくい状況と考える。貸

家は高水準横ばいでの推移が続くと考える。 
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分譲は前年比▲0.9％と前年からはマイナスとなったものの、前年同月が高水準だったことを考えれば良

好である。前月に大型着工が重なったとみられる近畿圏は反動で減少したが、その他地域を中心に着工は高

水準となっており分譲着工は堅調と言えるだろう。ただし、このところ近畿圏を中心に契約率が鈍ってきて

いることには注意が必要である。在庫水準も過去の調整局面と比較すればまだ高いわけではないがマンショ

ン価格の上昇などによって売れ行きが鈍って先行き在庫が積み上がるリスクも考えられる。都心部では引き

合いは強いものの郊外では売れ残り物件が出てきている模様であり、需要および在庫状況は引き続き注視し

ていく必要があると思われる。 
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住宅着工戸数・持家（年率換算季調値）（万戸）

（出所）国土交通省「住宅着工統計」
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６ヶ月移動平均

住宅着工戸数・年率換算季調値（万戸）

（出所）国土交通省「住宅着工統計」
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６ヶ月移動平均

住宅着工戸数・分譲（年率換算季調値）（万戸）

（出所）国土交通省「住宅着工統計」
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６ヶ月移動平均

住宅着工戸数・貸家（年率換算季調値）（万戸）

（出所）国土交通省「住宅着工統計」
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首都圏 近畿圏

（戸数） マンション全残戸数の推移

（出所）不動産経済研究所「首都圏・近畿圏のマンション市場動向」
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首都圏 近畿圏

（％） 契約率の推移

（出所）不動産経済研究所「首都圏・近畿圏のマンション市場動向」


